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第 1章 本稿の目的と意義 
 








































































































































































































































レーションを用いた林(1993)や Hayashi and Yamagishi(1998)ではパートナー
変更の前後のプレイヤーの分布の変化を扱っている．しかし，戦略のトーナメ
                                                   
1 近年の研究ではさらに Fujiwara-Greve and Okuno-Fujiwara(2009)および


































                                                   
2 Ghosh and Ray(1996)やHayashi and Ymagishi(1998)から Fujiwara-Greve et al.(2012)













































































































































































































































































付けるもの」とみなしているという(河野 2002:33)．さらに Scott の分類によれ
ば，社会学的制度論は 3 つの重要な柱が存在する．1 つ目は Merton や Selznick
らを中心としたコロンビア学派，2 つ目は，Thompson らを中心としたハーヴァ
ード学派，3 つ目は March や Olsen を中心としたカーネギー学派である． 



















 2 つ目のハーヴァード学派は，Parsons の制度論に影響を受けたものである．
Parsons は，制度の主観的な側面を強調し，制度の根幹に共有された究極の価




































































































































































































ルールとしての制度観は，Greif and Kingston によると，制度の発生や選択
の分析に関しては強いが，制度の維持に関する分析には弱いという．ルールと
しての制度観は，制度はアクターが意図的に創造したものと考える．たとえば













































DiMaggio and Powell は批判している3．彼らの指摘するように，社会学的制度
                                                   















第 2 節  本稿における制度の定義 



















                                                                                                                                                     
いる．しかしこの説明は，制度化が不完全だから制度は崩壊すると述べているだけで，完




















































や Friedland and Alfordらの社会学の立場からも指摘されている．Vollmerは，
従来は相容れない立場として考えられてきた Garfinkel，Goffman，Berger and 















                                                   
5個人が環境から影響を受けない不変の存在として仮定している合理選択理論やゲーム理論
に対して， Hall and Talyor(1996)や Hodgson(1988, 2006)らは批判を行っている．しかし


































































                                                   
6 ただし，ゲーム理論のすべてが構成的ルールや規範の分析を行うことができないというこ
とを意味しない．もっとも原初の制度である言語の発生に関するゲーム理論的分析に関し



























































































作られるという側面を強調する(2008: 103)．さらに，Meyer and Rowan や











                                                   
7 Scott などの論者はどちらか一方の意味でしか解釈していないが，今では North の定義に















































































































第 4 節 本稿の分析枠組み 














図 2-1 制度・集団・個人の関係 
 



























































































































ニティ・ユニオンの多くが 90 年代以降に成立していることがわかる． 







表 3-1 ユニオンの成立時期1 
成立年 ユニオン数 割合 
-1979 5 3.1% 
1980-84 8 5.0% 
1985-89 13 8.1% 
1990-94 9 5.6% 
1995-99 39 24.2% 
2000-04 38 23.6% 
2005- 41 25.5% 
無回答 8 5.0% 

















大きな特徴の 1 つでもある． 
 
                                                   










第 2 節 コミュニティ・ユニオンの組織活動 





































れつつ，専従のスタッフが協力する場合がほとんどである(2009 年 6 月 4 日 東
京東部労組 SG 氏)．実際に，労使交渉を行う際の書類の書き方がわからない人
なども多いという(2011 年 9 月 5 日 東京管理職ユニオン SZ 氏)．そのため，
専従のスタッフは，相談を通じて持ち込まれる問題のほとんどに関わることに
なる．表 3-2 は大原社会問題研究所が行った調査の結果であるが，月当たりで 9
件以下(1 年で 108 件以下)というユニオンが多いことがわかる． 
 
表 3-2 相談件数の平均(月当たり) 
件数 ユニオン数 割合 
-9 63 39.1% 
10-29 45 28.0% 
30-49 15 9.3% 
50- 32 19.9% 
無回答 6 3.7% 








フが 5，6 名在籍している比較的大きなユニオンであるが，それだけでなく NPO
法人労働相談センターを併設して立ち上げたり，法学関係の学生をボランティ
アとして積極的に募集したりして，相談体制を整えた．その結果，2005 年には















表 3-3 東京管理職ユニオンの相談人数3 
  相談人数 加入人数 加入比率 
2003 年期 315 166 0.53  
2004 年期 225 133 0.59  
2005 年期 212 114 0.54  
2006 年期 205 149 0.73  
2007 年期 193 96 0.50  
2008 年期 344 183 0.53  
2009 年期 328 105 0.32  
2010 年期 234 126 0.54  
2011 年期 166 81 0.49  
2012 年期 193 105 0.54  
 













                                                   
2 ○○年期とは，その年の 10 月から翌年の 9 月までを表す．このような年の表記の仕方は
コミュニティ・ユニオンの会計の時期によるものである． 














ン研究者も指摘しており(高木 1999a, 1999b; 福井 2005; 小谷 2001; 小畑 
1996; 橋口 2009; 長峰 2003)，筆者の調査でも，どのコミュニティ・ユニオン
の専従のスタッフからも聞かれたことである．下の表 3-4 はコミュニティ・ユ
ニオンでの平均在籍期間を表している．平均 2〜4 年というのが多く，最も長い
もので 6 年程度である． 
 
表 3-4 平均在籍期間 
ユニオン名 年 平均在籍期間 
福岡 
2000 2.73 年 
2010 4.68 年 
大分 
2000 4.31 年 
2010 6.16 年 
東京管理職 
2000 2.94 年 
2010 2.11 年 
NU 東京 
2000 1.26 年 








見る必要がある．図 3-2 は 2012 年期の東京管理職ユニオンにおける脱退者の在









                   
 
図 3-2 脱退者の平均在籍期間5 
    
表 3-5 紛争解決までの期間6 
紛争期間 件数 割合 
〜1 年 272 60.7% 
1〜2 年 113 25.2% 
2〜3 年 39 8.7% 
3 年〜4 年 17 3.8% 
4 年〜 7 1.6% 









                                                   
4 なお，詳細なデータが存在する 2011 年期は加入人数が 81 人，脱退人数が 84 人，2012
年期は加入人数が 105 人，脱退人数が 108 人とほぼ釣り合っているか若干の減少である． 
5 東京管理職ユニオン平成 25 年組合員管理表より筆者が作成 
6 東京管理職ユニオン第 17,19,20,21 回大会議より筆者が作成 
54
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ンの規模は小さいことが一般的になっている．表 3-6 と表 3-7 は別々のユニオン
調査による結果である．表 3-6 では平均が 292.0 人である．ただし，中央値の




表 3-6 ユニオンの規模 
規模 ユニオン数 割合 
-50 69 42.9% 
51-100 22 13.7% 
101-500 54 33.5% 
501-1000 7 4.3% 
1001- 8 5.0% 
無回答 1 0.6% 
合計 161 100.0% 
(大原社会問題研究所 2010) 
 
表 3-7 全国ネットに加盟しているユニオンの規模8 
 規模 ユニオン数 割合 
-50 9 24.3% 
51-100 11 29.7% 
101-300 8 21.6% 
301- 8 21.6% 
無回答 1 2.7% 
合計 37 100.0% 
(長峰 2003: 52)     
 
 























































表 3-8 個人で加入している人の割合 
  回答数 割合 
25%以下 29 18.0% 
25%～50%未満 22 13.7% 
50%～75%未満 14 8.7% 
75%以上 92 57.1% 











が必要になった人は，自主的に「仲間づくり」をするようになる(2010 年 9 月















る(2011 年 11 月 26 日東京管理職ユニオン K 氏)． 
 東京管理職ユニオンの場合，争議の必要性のある人は，毎月第 1 土曜日に開




















京管理職ユニオンは全体で 200−300 人程度在籍しているが(2012 年期)，このう
ちで争議に参加するのは 10-20 名程である． 
 また，このような会議の場以外にも重要な交流の場がある．それは争議への
参加である．ある組合員の争議に参加したときに，その場にいる参加者に自分
からスケジュールを伝えて参加を呼びかける人もいる(2014 年 2 月 22 日の抗議
行動後の交流会での観察より)．組合員の M 氏は，ある組合員の労働委員会に行
ったときに参加者の 1 人に誘われて，その人の裁判に参加したという(2013 年
10 月 29 日)．このように争議の場で，別の参加者から誘いを受けるということ
も多く，M 氏は持ったことのないスケジュール帳をはじめて持つようになり，
誘われたらその都度その日程を記入するようになったという． 
                                                   








































第 4 節 コミュニティ・ユニオンの協力的制度に関する 2 つの謎 
ここまでで，コミュニティ・ユニオンについての一般的な記述は終わった.こ












評判に基づいて選別することが必要なのである(Sugden 1986=2008: 152-7; 




 そして事例を次のように整理し，世代重複型くり返しゲーム(Kandori 1992; 





①合同争議は ROSCA タイプの交換とみなせる． 





集団には N 人のプレイヤーが所属しており，プレイヤーは 1 期に 1 人加入し



























































































































たようである(2011年 8月 23日 東京管理職ユニオンの争議行為への観察か
ら)．このように，集合行為という表出的な行為によって，次の加入者や仲間
を増やすという機能も併せ持っていると考えられるのである． 









































第 2 節 先行研究 











している(Janssen and Goldstone 2006; Killingback et al. 2006)．そしてど
の集団に属するプレイヤーの行動が誰の利得に影響を与えるかを定式化すれ
ば集団の規模が変化するゲームを分析することができる． 







































る．たとえば，Hauert et al. (2006)では，集団の規模を S，利得係数を rと
すると，協力した場合の利得は 1)()(  SrSPSP Dc になると仮定している．

























な場合を動的ゲーム (dynamic game) と呼ぶ (Dutta 1995; Mailath and 
Samuelson 2006:174-99)．たとえば，1 期目には利得行列 X のゲームをする































第 3 節 モデル 
3.1 確率的純粋集合財ゲーム 
GRM を導入した数種類のゲームを提示し，分析を行う．また GRM に関
しても加入人数が前期の協力者率に依存する場合(タイプ 1)と前期の協力者
の数に依存する場合(タイプ 2)を提示する．まずはベースとして非競合的で非










繰り返すのが SCGG(Stochastic Collective Goods Game)である． 
SCGG は＜ ,2,1;,,, iqfAN ii ＞として定義される．なお iはプレイヤーの
インデックスである．プレイヤーは無限にいるものとする．またプレイヤー
の集合は可算無限集合  3,2,1N とする．プレイヤーには 3 種類おり，集
団に加入しているプレイヤー，集団に加入してはいないが加入の選択権が与
えられているプレイヤー，集団に加入してもいないし加入の選択権も与えら
れていないプレイヤーである．第 t期目それぞれの集合を， tX , tY , tZ と表記
する．期数の集合は， },3,2,1{ T である．また，第 Tt 期における tX , tY , tZ
の要素の数をそれぞれ tx , ty , tz とする．ただし，ゲームが始まる前の初期の
  
62 
系の状態を 0X , 0Y , 0Z ，それに対応する要素の数を 0x , 0y , 0z と表記する．任意
の t期において tX , tY , tZ (および 0X , 0Y , 0Z )は互いに排反であり，それらの和集
合は N に等しい．  
このゲームでは集団のサイズは各期ごとに変わるが，第 t期目における各
集合の状態を  tttt ZYXs ,, と定義し，ありうるすべての可能な状態を網羅し
た集合を Sとする．なお， 0s はゲームが始まる前の初期状態 ),,( 0000 ZYXs  を
表しており，その時の集団の状態は 0,2 00  yx の関係を満たしている． 
 次にプレイヤーの行動を定義する．第 t期のプレイヤー iの行動を it
i
t Aa  と














jAA とする．  
このゲームでは，集団に加入しているかどうか，加入の選択権を与えられ
ているかでプレイヤーがとりうる行動が異なる．そこで，第 期におけるプ





t sAA  とする．具体的には， 　Xi のとき  1,0
i
tA (それぞれ非協力と協力










iの利得関数  ASf i : を定義する．集合財の利得は，協力者の人数に対
して単調増加する線形な関数を仮定する．また費用は人数に関わらず一定で









である．ただし，  cbxc t である．また Aat  は第 t期の公共財(集合
財)ゲームにおけるプレイヤーの行動の組であり，一方 Aa t' を第 t期の加入
選択に関する行動の組と便宜的に表記する． 






遷移関数 SASq : を定義する．状態遷移関数 qは，直近の集合財ゲームに
おけるプレイヤーの行動によって，次の期に集団に加入する権利があるプレ
イヤーを指定する．たとえば第 t期のスタート時点で     ,4,,3,2,11 ts で
あったとして，その期に一定の人数のプレイヤーが協力したとき，
        ,5,4,3,2,1,' 1   ttt asqs とする，という具合である．なお，第 t期のゲ
ームによって決まった状態を便宜的に Ss t' と表記する．また第 t期の集合財
ゲームによって集合 tZ から集合 tY ' に移されるプレイヤーは誰でもよいが，そ
の人数は直前の集合財ゲームの協力者数と直前の状態変数に依存した確率変
数として定まっている．なおその関係あるいはその期待値 ]'[ tyE についての
具体的な関係はのちに定義する．なお ty' は第 t期の公共財(集合財)ゲームによ
って決まった状態 )',','(' tttt ZYXs  における tY ' の人数である．このとき，集合
tY ' に移ったプレイヤーは集団に加入するかどうかの選択を行う．加入した場
合は次の期の直前に集合 1tX に移り，加入しなかった場合は集合 1tZ に戻る． 
 次にゲームの履歴を定義する．ゲームが始まってから第 t期の直前までに
実現した履歴を
tt Hh  とする．第 t期までのすべての可能な履歴の集合を






ま た ， 第 t 期 ま で に 実 現 し た 状 態 と 行 動 を 含 ん だ 履 歴 を ，
),',',,,,',',,( 111111110  ttttt sasasasash  とする．ただし，ゲームがスタートし
た時点の履歴(初期状態)は
01 sh  とする． 












th と，その直後の集合財供給ゲームの行動のプロファイル ta および ts' の
直積に対して，集団に加入するか否かの行動 ita' を指定する．また，第 t期目
の終了時に，状態遷移関数 qと第 t期の加入選択の行動の組 ta' に基づいて状
態
ts (第 t期終了時点での最終的な集団の状態)が定まる． 















































txm と等しい確率でその期に 1 人のプレイヤ
ーが加入選択権を与えられ，
txm1 の確率で誰も加入できない，つまり








(命題 1-1) タイプ 1 の場合，全面協力戦略のプロファイルが部分ゲーム完全
















性を持つことを証明すればよい(1 期逸脱の定理)2．すなわち， 1 人のプレイ












①均衡経路上のある 期に，プレイヤー に 1 期逸脱の誘因がないことを示す
3． 
均衡経路上(誰も全面協力戦略から逸脱していないパス)において，プレイ







 2t 期 1t 期 t期 1t 期 2t 期  
全面協力戦略 C C C C C  
1 期逸脱 C C D C C  
 さらに全面協力戦略は，加入の意思決定と貢献についての意思決定から成
り立つ．そのために，集団加入後の協力についてだけではなく，加入時の選
                                            
2 1 期逸脱の定理に関しては，Fudenberg and Tirole (1991: 109-10)や









































表 4-1 全面協力戦略と逸脱した場合の利得(純粋集合財・タイプ１) 
期数 割引因子 全員協力した場合の利得 t期に逸脱した場合の利得 
t  0  cbxt   )1( txb  
























































る．このとき全員が協力したときのプレイヤー iの利得の列は表 4-1 の 3 番
目の列の通りである．一方， t期に逸脱した場合の期待利得が同表の 4 番目
の列である．
tx のあとに+1 や+2 とあるのは，人数の増加分を表している． 
今，全面協力戦略のプロファイルを，逸脱した場合の戦略プロファイル












bcbFF   
であればよい．したがって， 















   


















て， pmyE t ]'[ となる場合4．ただし，mは直前のゲームにおける協力者数
                                            
4 
tZ のプレイヤーがそれぞれ独立に等確率 tr で tZ から tY への抽出が行われる
ものとする．今， tz であり， 0tr とすると各抽出はポアソン分布に従
って行われると考えられる．加入人数の期待値
ttyE ]'[ とすると，これがそ










(命題 1-2)タイプ 2 の場合， )()( cpbcbc  のとき，全面協力戦略のプ
ロファイルが部分ゲーム完全ナッシュ均衡になる． 
 
(証明 1-2)証明 1 と同様に，任意の第 t期において集団に所属しているプレイ
ヤーの人数を
tx 人とする．このとき全員が協力したときのプレイヤー iの利
得の列は表 4-2 の 3 番目の列の通りである．一方， t期に逸脱した場合の期









表 4-2 全面協力戦略と逸脱した場合の利得(純粋集合財・タイプ 2) 
期数 割引因子 全員協力した場合の利得 t期に逸脱した場合の利得 
t  0  cbxt   )1( txb  
1t  1  cpxb t  ))1((  cpxxb tt  ))1((  
2t  2  
cpxb t  ))1((
2
 
cppxxb tt  ))1)()1(((  
3t  3  
cpxb t  ))1((
3
 cppxxb tt  ))1)()1(((
2
 
        
 
今，全面協力戦略のプロファイルを，逸脱した場合の戦略プロファイル
を ' とする．にしたがった場合の 1t 期目以降の利得の列の一般項を漸化









1tx pxt )1( 





式 で 表 す と ， cpbx ktk  )1( と な る ． 一 方 ' の 場 合 は ，
cppxxb kttk 































となる．これをまとめると， )()( cpbcbc  である． 
また証明 1 と同様に加入の選択についても，加入しなかった場合の期待利










次に，競合性のある集合財に関して，タイプ 1・タイプ 2 の証明を行う．
なおこの場合，利得関数を次のように定義しなおすだけで，他の定義は上記










)( である．ただし 0xed  とする．このとき以下の命題
をえる． 
 
(命題 2-1)競合性のある集合財の場合，このときタイプ 1 の GRM があっても
全面協力戦略のプロファイルは部分ゲーム完全均衡を構成しない． 
(命題 2-2)競合性のある集合財の場合，このときタイプ 2 の GRM があっても
全面協力戦略のプロファイルは部分ゲーム完全均衡を構成しない． 
 
(証明 2-1，2-2)命題 2-1,2-2 はまとめて証明する．全面協力戦略のプロファ





















li ededF   
























ii   
でなければならないが，今，

























する．なお，この cb, は 3.1 節の SCGG で扱った純粋集合財の場合と同様に，
 cbxc t を満たすものとする．まずはタイプ 1 から見ていく． 
 
(命題 3-1)純粋公共財ゲームでタイプ 1 の場合，全面協力戦略のプロファイル
が部分ゲーム完全ナッシュ均衡を構成する  の範囲は存在しない． 
 







プレイヤー iが(非)加入の選択をした次の期を t期とし，プレイヤー iが加入
した場合のその時点のプレイヤーの人数を
tx 人とする．表 4-3 はその後の利
得の列を表している(見方は表 4-1・4-2 と同様である)． 





表 4-3 全面協力戦略と逸脱した場合の利得(純粋公共財・タイプ１) 
期数 割引因子 1t 期目に加入した場合 1t 期目に加入しなかった場合 
t  0  cbxt   )1( txb  
1t  1  cxb t  )1(  tbx  
2t  2  cxb t  )2(  )1( txb  
3t  3  cxb t  )3(  )2( txb  
4t  4  cxb t  )4(  )3( txb  
        
 
今，全面協力戦略のプロファイルを，逸脱した場合の戦略プロファイル








ii cbFF   
であればよい．しかし cb  のため，これは必ず負になる．(証明終わり) 
 
次にタイプ 2 を証明する． 
(命題 3-2)公共財ゲームでタイプ 2 の場合，全面協力均衡のプロファイルが部
分ゲーム完全ナッシュ均衡を構成するのは， )()( cpbcbc  のときであ
る． 
 
(証明 3-2)この場合も，証明 3-2 と同様にプレイヤーの加入選択に関しての
みチェックする．プレイヤー iが(非)加入の選択をした次の期を t期とし，プ
レイヤー iが加入した場合のその時点のプレイヤーの人数を tx 人とする．そ






tp)1(  である． 
今，全面協力戦略のプロファイルを，逸脱した場合の戦略プロファイル


























表 4-4 全面協力戦略と逸脱した場合の利得(純粋公共財・タイプ 2) 
期数 割引因子 1t 期目に加入した場合 1t 期目に加入しなかった場合 
t  0  cbxt   )1( txb  
1t  1  cpxb t  ))1((  ))1)(1(( pxb t   
2t  2  
cpxb t  ))1((
2
 ))1)(1(( 2pxb t   
3t  3  
cpxb t  ))1((
3
 ))1)(1(( 3pxb t   
        
 






移関数 SASq : だけである．今回は直前のプレイヤーの行動に依存せずに
次の状態が決まると仮定する．具体的には毎期，確率 pで 1 人加入する権利
が与えられるとする．つまり pyE t ]'[ を仮定する．このとき以下の命題群を
提出する． 























(証明 4-1,4-2,4-3)命題 4-1,4-2,4-3 をまとめて証明する．はじめに純粋集合財
について証明する．第 t期においてプレイヤー iが協力をした場合の利得から
非協力した場合の利得をひいた差分は 0 cb である．単純に人数が増加す
る場合，プレイヤー iが協力した場合もしない場合も，同じ人数が増加する．





第 4 節 結果・考察 
表 4-5 分析結果 
 集合財 純粋公共財 
 競合性なし(純粋) 競合性あり 
GRM なし ×(命題 4-1) ×(命題 4-2) ×(命題 4-3) 
タイプ 1 ×(命題 1-1) ×(命題 2-1) ×(命題 3-1) 




いる．協力者の人数によって加入できる人数が決まるタイプ 2 の GRM のと
き，全面協力戦略が部分ゲーム完全ナッシュ均衡を構成することができた．
一方，協力者の比率によって加入できる人数が決まるタイプ 1 の GRM の場
合と，競合性のある集合財の場合は，そうはならなかった． 



























4.2 GRM と Olson の副産物理論 
GRM を導入することによって，ジレンマ状況において集合財を自発的に
供給することができた．GRM は，協力した場合と非協力した場合で，集団
規模と利得の差が生じさせた．このような GRM は，一見したところ Olson
の論じた選択的誘因の一種とも考えられる．GRM と選択的誘因はどのよう
な関連があるのだろうか．結論から言うと，GRM は Olson の選択的誘因よ









































争的利他性(competitive altruism)」(Barclay and Willer 2007)と同じ構造と
もいる．そのため，GRM は，選択的誘因がない場合でも，それらと等価な
機能を発揮し，協力を達成させられる場合があるということである．その意











図 4-1 集団評判を介した協力のメカニズム 
  
76 



















GRM のタイプ 2 で用いた pは，個人の協力行動がどれほど新規加入者を獲
得できるかの効果を表している．この pは単に個人の行為のみによってきま
るわけではない．社会運動の場合，社会に不満を持った人が少なければ pは

























































                                            




















































































































































































第 2 節 モデル 
GRM を導入した数種類のゲームを提示し，分析を行う．また GRM に関して
も加入人数が前期の協力者率に依存する場合(タイプ 1)と前期の協力者の数に依
存する場合(タイプ 2)を提示する．非競合的で非排他的な純粋集合財に関して定














れを無限に繰り返すのが SCGG(Stochastic Collective Goods Game)である． 
SCGG は＜ ,2,1;,,, iqfAN ii ＞として定義される．なお iはプレイヤーのイ
ンデックスである．プレイヤーは無限にいるものとする．またプレイヤーの集
合は可算無限集合  3,2,1N とする．プレイヤーには 3 種類おり，集団に加入
しているプレイヤー，集団に加入してはいないが加入の選択権が与えられてい
るプレイヤー，集団に加入してもいないし加入の選択権も与えられていないプ
レイヤーである．第 t期目それぞれの集合を， tX , tY , tZ と表記する．期数の集合
は， },3,2,1{ T である．また，第 Tt 期における tX , tY , tZ の要素の数をそれ
ぞれ tx , ty , tz とする．ただし，ゲームが始まる前の初期の系の状態を 0X , 0Y , 0Z ，
それに対応する要素の数を 0x , 0y , 0z と表記する．任意の t期において tX , tY , tZ
(および 0X , 0Y , 0Z )は互いに排反であり，それらの和集合はN に等しい．  
このゲームでは集団のサイズは各期ごとに変わるが，第 t期目における各集合
の状態を  tttt ZYXs ,, と定義し，ありうるすべての可能な状態を網羅した集合
を Sとする．なお， 0s はゲームが始まる前の初期状態 ),,( 0000 ZYXs  を表してお
り，その時の集団の状態は 0,2 00  yx の関係を満たしている． 
 次にプレイヤーの行動を定義する．第 t期のプレイヤー iの行動を it
i
t Aa  とし，




















t sAA  と
する．具体的には， 　Xi のとき  1,0itA (それぞれ非協力と協力を表している)，















関数  ASf i : R を定義する．集合財の利得は，協力者の人数に対して単調増
加する線形な関数を仮定する．また費用は人数に関わらず一定であるとする．








i acabaf )( である．ただし， 
ccbxc t  1, とする．また Aat  は第 t期のゲームにおけるプレイヤーの
行動の組であり，一方 Aa t' を第 t期の加入選択に関する行動の組と便宜的に表
記する． 
 次にプレイヤーの集団への加入を定義する．またここで GRM を導入する．
状態遷移関数 SASq : を定義する．状態遷移関数 qは，直近の集合財ゲーム
におけるプレイヤーの行動によって，次の期に集団に加入する権利があるプレ
イヤーを指定する．たとえば第 t期のスタート時点で     ,4,,3,2,11 ts であ
ったとして，その期に一定の人数のプレイヤーが協力したとき，
      ,5,4,3,2,1,1  tt asq とする，という具合である．なお，第 t期のゲームに
よって決まった状態を便宜的に Ss t' と表記する．また第 t期の集合財ゲームに
よって集合 tZ から集合 tY ' に移されるプレイヤーは誰でもよいが，その人数は直
前の集合財ゲームの協力者数と直前の状態変数に依存した確率変数として定ま
っている．なおその関係あるいはその期待値 ]'[ tyE についての具体的な関係はの




NPX t  とする．毎期終了時に，抽出集団中のプレイヤーは集団に所属して
いようといまいと，外生的な要因により，割引率( 1 )で退出するものとする．
ただし，割引因子は  1,0 とする．また，集団から退出した場合は母集団その
ものから退出し(死に)，再びプレイすることはないものとする3．また，同時に
p)1(  人のプレイヤーが cP から Pに任意に移動するものとする．ただし， cP は
Pの補集合である．そのため，母集団の人数は常に一定である．一方，所属集
                                            









図 5-1 プレイヤーの移動 
 
次にゲームの履歴を定義する．ゲームが始まってから第 t期の直前までに実現
した履歴を tt Hh  とする．第 t 期までのすべての可能な履歴の集合を






ま た ， 第 t 期 ま で に 実 現 し た 状 態 と 行 動 を 含 ん だ 履 歴 を ，
),',',,,,',',,( 111111110  ttttt sasasasash  とする．ただし，ゲームがスタートした
時点の履歴(初期状態)は 01 sh  とする． 








ー全体の戦略の集合をとする． it は，第 t期までに実現した履歴 th に対して，
公共財供給における行動 ita を指定する一方，
i
t は第 t期までの履歴 th とその直後
の集合財供給ゲームの行動のプロファイル ta の直積に対して，集団に加入する
か否かの行動 ita' を指定する．また，第 t期目の終了時に，状態遷移関数 qと第 t期
の加入選択の行動の組 ta' に基づいて状態 ts (第 t期終了時点での最終的な集団の
状態)が定まる． 
 すべてのプレイヤーの利得は割引因子  1,0 によって割り引かれるものと


























 1 − δ p 





第 3 節 分析 
3.1 確率的退出つき集合財ゲーム(タイプ 1)  





タイプ１：直前の集団の協力率 txm と等しい確率でその期に p人のプレイヤー
が加入選択権を与えられ， txm1 の確率で誰も加入できない，つまり






tam であり， 1p である． 
 
(補助命題 1－1)タイプ 1で，すべてのプレイヤーが全面協力戦略に従った場合，




全面協力に従った場合の集団の期待人数の変化は，漸化式 paa tt   1 で表せ
















今， 11   ttt aab とすると，これは初項 pxb  )1(01  ，公比 の等比数列であ


































































階差数列の初項との関係より， )1(0  px のとき，初期から集団の人数は
)1( p に向かって増加し，一方 )1(0  px のときは減少する(下図参照)． 
 
 
図 5-2 期待人数の変化 
 











































t hFhFHhNi  　　  
となることである．全面協力戦略が部分ゲーム完全ナッシュ均衡であることを







た履歴)のある t期目において，1 期逸脱の誘因がないことを示す． 































イヤーの人数を tx 人とする．このとき全員が協力したときのプレイヤー iの利得
の列は表 5-1 の 3 番目の列の通りである．一方，t期に逸脱した場合の期待利得
が同表の 4 番目の列である． tx のあとに+1 や+2 とあるのは，人数の増加分を表
している． 
 
表 5-1 全面協力戦略と逸脱した場合の利得(タイプ１) 
期数   全員協力した場合の利得 t期に逸脱した場合の利得 
t  0  cbxt   )1( txb  











(   











((   











(((   
        
 
全面協力に従った場合と従わなかった場合の )1( t 期以降の人数の変化は，と
もに漸化式 paa tt   1'' で表せる．ただし 1'  tt ，また初期値はそれぞれ順に，
,pxt   ttt xxpx )1(  である．今，全面協力戦略のプロファイルを，逸脱




















bcbFF   




















ある．今，①の条件の左辺を )( txf )1(
















となり， )( txf は tx についての減少関数であるとわかる．したがって， tx が最大
のとき協力の誘因 )( txf は最小となり， の下限を与える．したがって，(系 1-1)
で示したように， 0)1( xp  のとき， )2()(0))1(( cbbcpf   が
の下限である．今， cb 23 を仮定していたので，このような の範囲は存在す
る． 
一方 0)1( xp  のとき， 0
2
0
222 )(2))(4(0)( xbcbpxbcpbxf t  















2222   
ttt xbcbpxbcpbxbcpb )(2)(4)(4




しろ，この場合は，①②の tx を 'tx にかえて解きなおすことと同じである．ただ
し， 'tx は均衡経路外のある t期における集団の人数とする．すると，同じ 0x から




3.2 確率的退出つき集合財ゲーム(タイプ 2)  
次に，集団への加入人数が協力者数に比例する場合を考える． 
タイプ 2：協力者の人数に比例する場合．とくに，ある定数 pが存在して，





















証明 1 と同様にまず①から証明する．今，任意の有限の t期において集団に所
属しているプレイヤーの人数を tx 人とする．このとき全員が協力したときのプ
レイヤー iの利得の列は表 5-2 の 3 番目の列の通りである．一方， t期に逸脱し
た場合の期待利得が同表の 4 番目の列である． tx のあとに+1 や+2 とあるのは，
人数の増加分を表している． 
今，全面協力戦略のプロファイルを，逸脱した場合の戦略プロファイルを '
とする．にしたがった場合の )1( t 期目以降の利得の列の一般項を表すと，




る．ただし 1 tk である． 
 
表 5-2 全面協力戦略と逸脱した場合の利得(タイプ 2) 
期数   全員協力した場合の利得 t期に逸脱した場合の利得 
t  0  cbxt   )1( txb  
1t  1  cpxb t  ))((   cpxxb tt  ))1((   
2t  2  cpxb t  ))((
2  cppxxb tt  )))()1(((   
3t  3  cpxb t  ))((
3  cppxxb tt  )))()1(((
2  










ii ppbcbFF   
であればよい． 





























となる．なお，左の条件に関しては 0)(2))(4( 222  bccpbcpc である．
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また証明 1 と同様に加入の選択についても，加入しなかった場合の期待利得 0





(系 2-1)タイプ 2 の場合，全面協力戦略が部分ゲーム完全ナッシュ均衡を構成す
るとき，集団の人数は増加し続け， t で無限に発散する． 
 
(証明 2-1) 
全面協力戦略に従った場合の人数の変化は， tt pxa )(0   のように等比数列
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で表せる．したがって， 1 p のとき，これは単調増加である．また，
)(2))(4( 222 bccpbcpc  のとき，必ず 1 p となる(計算式略)．した




次に，競合性のある集合財に関して，タイプ 1・タイプ 2 の証明を行う．なお
この場合，利得関数を次のように定義しなおすだけで，他の定義は上記の SCGG









る．ただし 0xed  とする．このとき以下の命題をえる． 
 
(命題 3-1)競合性のある集合財の場合，このときタイプ 1 の GRM があっても全
面協力戦略のプロファイルは部分ゲーム完全均衡を構成しない． 
(命題 3-2)競合性のある集合財の場合，このときタイプ 2 の GRM があっても全
面協力戦略のプロファイルは部分ゲーム完全均衡を構成しない． 
 
(証明 3-1，3-2)命題 3-1,3-2 はまとめて証明する．全面協力戦略のプロファイル
を，逸脱した場合の戦略プロファイルを ' とする．表 5-1・5-2 でみたように
集団の人数は協力した場合のほうがしない場合よりも大きくなる．しかし全員




















i edxxdF  である．したがって，
0)'()(  exdFF t
ii  でなければならないが，今， txxed  0 のため，



























は SCGG で扱った純粋集合財の場合と同様に，  cbxc t を満たすものと
する．まずはタイプ 1 から見ていく． 
 
 
(命題 4)純粋公共財ゲームでタイプ 1 の場合，全面協力戦略のプロファイルが部
分ゲーム完全ナッシュ均衡を構成する必要十分条件は 　cbc )(  である． 
 
(証明 4)集団に加入している時点での協力の条件は証明 1,2 と同様である．しか
し，公共財ゲームの場合，集団に加入しなくても公共財ゲームの利得が得られ，
逸脱の誘因が発生する．したがって加入の時点のみをチェックすればよい． 
プレイヤー iが(非)加入の選択をした次の期を t期とし，プレイヤー iが加入し
た場合のその時点のプレイヤーの人数を tx 人とする．表 5-3 はその後の利得の
列を表している(見方は表 5-1・5-2 と同様である)． 





表 5-3  全面協力戦略と逸脱した場合の利得(純粋公共財・タイプ１) 
期数   全員協力した場合の利得 t期に逸脱した場合の利得 
t  0  cbxt   )1( txb  
1t  1  cpxb t  )(   cpxb t  ))1((   
2t  2  cppxb t  ))((   cppxb t  )))1(((   
3t  3  cpppxb t  )))(((   cpppxb t  ))))1(((((   














02  ccb  
c
bc 











次にタイプ 2 を証明する． 










表 5-4 全面協力戦略と逸脱した場合の利得(純粋公共財・タイプ 2) 
期数 割引因子 1t 期目に加入した場合 1t 期目に加入しなかった場合 
t  0  cbxt   )1( txb  
1t  1  cpxb t  ))((   )))(1(( pxb t    
2t  2  cpxb t  ))((
2  )))(1(( 2pxb t    
3t  3  cpxb t  ))((
3  )))(1(( 3pxb t    
        
 
この場合も，証明 3 と同様にプレイヤーの加入選択に関してのみチェックす




したのが表 5-4 であるが見方はこれまでと同じである． 
加入人数が協力者の人数に比例する場合，プレイヤー iが加入しなかったこと
により，それ以降の集団人数(協力者数)が減り，集団人数の増分に差ができる．












ii cpbFF   










































































































れたプレイヤーについても成り立つことは証明 3 と同様である．(証明終わり) 
 








とする．つまり pqyE t ]'[ を仮定する．このとき以下の命題群を提出する．な




















(証明 6-1,6-2,6-3)命題 6-1,6-2,6-3 をまとめて証明する．はじめに純粋集合財に
ついて証明する．第 t期においてプレイヤー iが協力をした場合の利得から非協
力した場合の利得をひいた差分は 0 cb である．単純に人数が増加する場合，
プレイヤー iが協力した場合もしない場合も，同じ人数が増加する．したがって，















表 5-5 分析結果(退出あり) 
 集合財 純粋公共財 
 競合性なし(純粋) 競合性あり 
GRM なし ×(命題 6-1) ×(命題 6-2) ×(命題 6-3) 
タイプ 1 ○(命題 1-1) ×(命題 2-1) ○(命題 3-1) 
タイプ 2 ○(命題 1-2) ×(命題 2-2) ○(命題 3-2) 
 
表 5-6 分析結果(退出なし) 
 集合財 純粋公共財 
 競合性なし(純粋) 競合性あり 
GRM なし ×(命題 4-1) ×(命題 4-2) ×(命題 4-3) 
タイプ 1 ×(命題 1-1) ×(命題 2-1) ×(命題 3-1) 
タイプ 2 ○(命題 1-2) ×(命題 2-2) ○(命題 3-2) 
 





 一方で，退出ありとなしで違うのは，タイプ 1 の場合である．退出なしの場
合は集団の人数が無限に発散してしまったが，退出のある場合はそれが起きず，































果は GRM のタイプによって変わりうるということがわかる． 
集団規模が大きくなることで 1 人当たりの新規加入に対する限界貢献量が低
下してしまうというタイプ 1 の GRM における問題を指摘したが，このような 1
次の集合財ではなく 2 次の集合財(GRM)に関する集団規模拡大の負の効果を仮
に，「2 次の Olson 問題」と呼ぶ(「第 2Olson 問題」ではない)．前章で論じたよ
うに GRM はそれ自体が公共財の 1 種であるがゆえに，1 次の Olson 問題は生
  
101 
じさせない代わりに 2 次の Olson 問題を発生させる．この 2 次の Olson 問題に
対して有効なのが退出なのである．退出があるために，集団規模が負の効果を
持ちうるほどには大きくならなくて済むのである．詳しくは分析を行わないと















































第 1節 先行研究における制度の変化／維持 




















































































































第 2節 ネットワークユニオン東京1 
2.1  ネットワークユニオン東京の活動および組織的特徴 
この節では，具体的に扱う事例について説明する．ネットワークユニオン東













                                                   


































                                                   
2 ただし，前の専従スタッフが休職した 2013年春以後はこれよりも件数が少なくなってい




















































こともあった．それに対して 2012年期の加入は 12人であり，約 3分の 1まで
減少している．さらに，第 3章でみた福井(2012b)の調査からわかるように平均
在籍期間に関しては長くなっている．転換前の 2000年時点では平均在籍期間は

































な状況をもたらすことが指摘されていた (Hechter 1987; Putnam 1993; 




































を変化させる．具体的には，集団を )}(,),(2),(1{ tNtt  として定義していたが，こ





母集団には p期間生存するものとする．つまり， )(1 t が第 t期目の母集団におい
て，もっとも年老いており次の期に母集団から離脱する．逆に新しく母集団に
参入したプレイヤーは )(tp であり， p期後に母集団から退出するものとする．
一方，集団への所属は大林(2013)と同じく，n期間とするが，集団に所属するタ
イミングは生存期間 p期の末尾の n期間とする． 










図 6-1 加入人数を変更した MOLGの図 
 
以上のような変更点を加えた以外の仮定は大林(2013)に従うものとする．なお，
ゲームの開始時点 1t では，すでに集団に n人いる状態から始める．このとき，
自分が援助される直前の K期間は援助する( KM 戦略に従う)誘因があるかどう
かを分析する．なお， 戦略のアルゴリズムは以下の通りである． 
(1)自分 )(ti が協力期以前にいるとき 

















(2)自分 )(ti が協力期にいるとき 










非協力を区別できる．ただし， )1()1()1(1 Ki  のプレイヤーは，プレイ期間が協
力期Kに満たないため，そのプレイ期間のみで判断することにする．このよう





































 それでは次に， 戦略が均衡になる条件を分析していくことにする． 
(命題 1) 










 証明の 1 段階目は，協力期に 1 度でも逸脱したら支援が得られないという構




プレイヤーの数         
    協力期 K  
プレイヤーの番号         
 
タイプ 
        
図 6-2 初期( 1t )におけるプレイヤーの番号 
 
KM
2(1) 1(1) K+1(1) n(1) 
1 n-K n-1 n 2  ・・・・ 
n-1(1) ・・・ 
C 













が，以降のプレイヤーはどうなるだろうか．図 6-3 は 2t のある期間を図示し










1               
 2              
  3             
   4            
    5           
     6          
      7         
＊実線は加入したプレイヤーを，点線は加入しなかったプレイヤーを表している．また色付部分は協力期を表している． 

















 では次にタイプ C の逸脱の誘因を具体的に計算していく．均衡戦略に従った






















 両者の差分をとり，大林(2013)と同様に， 1K のときに協力を行う誘因を調
べると， かつ となる．(証明終わり) 
 
第 4節 結果・考察 
4.1 結果 


















                                                   
6 この言い方は正確ではない．しかしゲームの初期状態( )では集団には 人いるが，そ
の後の( )は減り続けるという意味で，「変化」という言葉を用いている． 






































































































職ユニオン 2014年 2月 8日 MR氏)．彼は何回も入っているので，今回が何
回目なのか正確にはわからないという．そしてそのような話を組合員は笑い話
にして楽しんでいる． 







































































































































































1993 年の 12 月に結成にあたっては，別の労働組合で活動していた専従のス
タッフがボランティアに駆けつけ 15人で結成のための準備などを行い，最終的
に 12月 20日に結成大会を開いた．その際，結成を後押しした朝日新聞や NHK
の記者らによって，準備から大会までの一部始終を取材された．結成大会当日
                                                   

















































































社会的な要因により，徐々にユニオンは拡大し，設立から約 10 年後の 2003 年
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)}(4),(3),(2),(1{ ttttN  とし，母集団には 4人のプレイヤーがいるとする．その
中に部分集合として集団(コミュニティ・ユニオン: 相互援助ゲームを行う集団)






っとも古いプレイヤー )(1 t が離脱し，代わりに 1人プレイヤー )1(4 t が参入して
くるものとする．  
次に母集団の中にある集団(コミュニティ・ユニオン)について説明する．第 t期
目の集団を集合 tX と表記する．一方，集団の補集合を tY と表記する．また， tX ,
tY の要素の数をそれぞれ tx , ty とする．任意の t期において tX , tY は互いに排反で
あり，それらの和集合は N に等しい． 
なお，初期は通常のゲームとやや異なる．通常のプレイヤーは母集団に 4 期
間生存するが，初期のプレイヤー )1(4),1(3),1(2 は，順にそれぞれ 5，6，7 期間，








離脱も参入も行われないものとする．なお， 1T は )1(1 のみが集団に所属して








4(1),3(1), 2(1) 1(1)    
2T  
4(2)*,3(2) 2(2) 1(2)   
3T  
4(3)* 3(3) 2(3) 1(3)  
4T  
 4(4)* 3(4) 2(4) 1(4) 
5T  
 4(5)** 3(5)* 2(5) 1(5) 
6T  
 4(6) 3(6)** 2(6)* 1(6) 
 
 





イヤー(太字)は )4(1)3(1)2(1)1(1  である． 
1T では， )1(1 のみが集団に所属しており，それ以外の 3 人 )1(4),1(3),1(2 は集
団の外に存在している．次に 2T では，新たに )2(2 が加入してきて集団の人数
は 2 人になる． 3T には )3(3 が集団に加入してきて集団は 3 人になる．さらに
4T には )4(4 が集団に加入してきて集団は 4人になるが，その期の終了時点で
一番初めのプレイヤー )4(1 が母集団および集団から離脱(死滅)する．またその代








)1(4),1(3),1(2 はそれぞれ 5，6，7 期間生存する．一方， 4T 以降は毎期，母集
団から 1人退出し，1人母集団に参入してくる．また，すべてのプレイヤーは母




相互援助ゲームに関しては，大林(2013)と Kandori and Obayashi (2014)と同じ
である．母集団の中でもっとも古いプレイヤー )(1 t が集団にいる場合，当事者と
して争議を行い，集団に在籍するそれ以外のプレイヤーが支援(参加)するかどう
かを選択するものである．争議の当事者となるプレイヤー )(1 t の利得は，
cbmu t )(1 である．ただし，mは )(1 t を含む，争議の参加者数である．また cb 
とする．したがって，争議の当事者は参加者の人数に比例した利得を獲得する．
なお， cb  を仮定しているため，当事者は自分の争議には必ず参加することに
なるためコスト cを負担する．一方で参加者はコスト cを負担するだけなので参
加した場合の 42,)(  iXti t の利得は， cu
ti )( となる．参加しなければ，コ
ストを負担しないので 0)( tiu となる．一方， tYtj )( の場合は，ゲームとは何も
関係がないものとし，集団内でいかなることが起きたとしても， 0)( tju とする．













                                                   
































都合上，今回の図では下側の 4 つのセルが集団を表しており，上側の 4 つのセ
ルが集団の外を表している．また，プレイヤー番号に付けた印によって同一性
を表しているのも同様である．たとえば今，新規加入に集団の 42 の参加が必要
だとする．第 t期に集団のうちの 1 人しか争議に参加しなかった(つまり，当事
者のみが参加)とする．すると参加率 41 は加入に必要な基準 42 を下回るため，
次期に )1(4 t は集団に加入できない． )1(4 t はこのまま母集団から離脱(死滅)
するまでの 4期間は何もせずに過ごすことになる．次に第 1t 期には 2人参加し






tT   
    
4(t) 3(t) 2(t) 1(t) 
1 tT  
4(t+1)*    
 3(t+1) 2(t+1) 1(t+1) 
2 tT  
 3(t+2)*   
4(t+2)**  2(t+2) 1(t+2) 
 
 


























































したプレイヤーであるが，彼は 1~4 期まで集団に在籍する．1 期目には彼しか
集団に所属していないが，次の期には )1(2 が加入してきて集団は 2 人になる．













ないが， 2T は )1(1 ， )1(2 の 2人であり， 3T は )1(1 ， )1(2 ， )1(3 の 3人がい
ることになる．5期目には )1(1 が脱退し，代わりに 1人加入してくる．さらに 4
期目以降は集団に常に 4人全員がいる状態が続いていく． 
 
図 7-4 均衡戦略の見取り図 
 
 )1(1 は特別に加入して 3 期目に何もしなくても支援が得られるものとするが，
以降のプレイヤーは加入 3 期目に条件付き参加を行う． )1(2 以降のプレイヤー
は加入 4 期目に争議を主宰し，次の 1 人のプレイヤーから，条件を満たした場
合は支援を得る．一方で，条件を満たさない場合は，支援は得られない．なお，
プレイヤー )(ti が支援を得るための条件とは，均衡戦略に従って，加入 3期目に
直前のプレイヤー ))(1( ti  を支援することである．均衡戦略から逸脱し，直前の
プレイヤー ))(1( ti  の争議に参加しなかったプレイヤー )(ti は直後のプレイヤー
))(1( ti  から支援を得られない．なお， ))(1( ti  は均衡戦略に従って支援をしな
かった(つまり懲罰としての「何もしない」と認識される)ので，この場合は直後
のプレイヤー ))(2( ti  から支援を得られる．この場合の，協力の条件は加入 3期
目に参加するかどうかなので， bccbcbc   0)()2( である．




すなわち加入者 1人に対して集団の 41 の協力が必要な場合と加入者 1人に対し















i(t)/ t  1 2 3 4 5 6 7 8 9 
1(1) × × × □      
2(1)  × × ○ □     
3(1)   × × ○ □    




加入者 1人に対して集団の 41 の協力が必要な場合 
(命題１) cb 2,  のとき，以下の戦略が部分ゲーム完全ナッシュ均衡になる．
ただし，は 023  ccb  を に関して解いて出た唯一の実数解である9． 
・ )1(1 ：加入して 1期目と 3期目に「利他行動」する 
・ )1(2 ：加入して 1期目に「利他行動」し，3期目に条件付きで「参加」する 
・ )1(3 以降：加入して 3期目に条件付きで「参加」する 
 
・加入 3期目の「参加」に関する条件 
・直前のプレイヤー )(ti (争議の当事者)が均衡戦略に従って加入 3 期目に「参
加」または「利他行動」した場合， )(ti の争議に「参加」する 
・直前のプレイヤー )(ti (争議の当事者)が均衡戦略に従わず加入 3 期目に何も




それは可能である．なお，最初の 4 人の均衡戦略を図で示したのが図 7-5 であ
る(以降は )1(3 および )1(4 と同じである)．基本的な見方は図 7-2 と同じである．
しかし，図 7-4(GRM なし)の場合と違って，プレイヤーの貢献(「参加」または
「利他行動」)によって次期にプレイヤーが加入できるかどうかが決まる．たと
えば， )1(1 が均衡戦略に従って 1T に利他行動を行った場合，次期に )1(2 が加
入できる．同様に 2T に )1(2 が利他行動を行うことで時期に )1(3 が加入できる．








                                                   











i(t)/ t  1 2 3 4 5 6 7 8 9 
1(1) △ × △ □      
2(1)  △ × ○ □     
3(1)   × × ○ □    

















まず， )1(3 が加入 3期目に逸脱する場合を考える．均衡戦略に従った場合， )1(3
が )1(2 の争議に参加したら，次の期に )1(4 が支援してくれるので，以後の利得は
)2( cbc   である．一方， )1(2 の争議に参加しない(均衡戦略から逸脱する)
場合，行動としては 2 種類ありえる． )1(2 の争議に参加しない代わりに個別に
「利他行動」を行う場合と， )1(2 の争議に参加せず，何もしない(利他行動もし
ない)場合である．前者の場合，利他行動を行うことで )1(4 は自分を助けてくれ
るので，条件は先と同じ )2( cbc   であり，利得は改善できない．一方後者
の場合， )1(4 は自分を助けてくれなくなるので利得は )( cb となる．よって両
者の差をとって， bccbc   0)( であればよい． 
 次に脅しの信憑性を調べる． )1(3 が加入 3期目に逸脱(利他行動，何もしない)
したとき， )1(4 が均衡戦略に従うかどうかを調べる．まず，逸脱の 1 種類目で
ある )1(3 が加入 3 期目に )1(2 の争議に参加しない代わりに個別に利他行動を行
う場合である．このときの )1(4 が均衡戦略に従う条件は )1(3 が逸脱しない条件と
同じである．したがって )1(4 以降のプレイヤーも均衡戦略に従えば )1(4 は参加す
ることで利得を改善できる． 
次に )1(3 が加入 3期目に )1(2 の争議に参加も利他行動もせず，何もしない場合
を調べる．今，完全情報を仮定しているので何もしないという行動が均衡戦略
から逸脱した行動なのか従った行動なのかを区別できるため，何もしなくても
次期にプレイヤーから支援を得られる可能性がある．その条件は， )1(3 が加入 3
期目に参加する条件と同じ， bccbc   0)( である．そのため，脅し
に信憑性はあり，懲罰として何もしない誘因はある． 
 
②次に )1(2 を調べる 
加入後 2(何もしない)，4(自分の争議に参加する)期目については①と同じであ
る．加入 3 期目の参加については，自分が加入 1 期目に利他行動を行っていた










図 7-6 比較必要な行動の組 
 
まず，加入 1 期目に利他行動した場合の 2 つを比較する((i)vs(ii))が，これは
①で示した通りであり，(i)(△×○□)のほうが利得が高い．次に，加入 1期目に
利他行動しなかった場合の 2つを比較する((iii)vs(iv))が，このとき，彼の貢献で
加入するはずだった )1(3 が加入しなくなる． )1(3 は )1(2 を支援してくれるはずの
プレイヤーである．したがって， )1(2 は )1(1 を支援しても，その貢献が報いられ
る可能性はもはや存在しない．したがって，加入 1 期目に利他行動しなかった
場合は加入 3期目に )1(1 を支援する誘因は存在しない．したがって，(iv)(×××
□)のほうが利得は高い． 
最終的に残った(i)(△×○□)と(iv)(×××□)の利得を比較する．前者は
)2(32 cbcc   であり，後者は )(3 cb である．したがって 023  ccb 
を解いて得られた唯一の実数解をとすると   であればよい．また，唯一の
実数解が 10   の範囲に存在するために， ccbf  23)(  とすると，
0)1()0(  ff でないといけない．今， 0)0( f であるから 0)1( f であればよい．
したがって， cbcbf 202)1(  ．  
 
③最後に )1(1 を示す． 
これに関しては )1(2 と同様に，(△×△□)と(×××□)の利得を比較すればよ
く，その条件は cb 2,  である．(証明終わり) 
 
加入者 1人に対して集団の 42 の協力が必要な場合 
 この場合，部分ゲーム完全ナッシュ均衡の 1つとして次の均衡が存在する． 
(命題2) cb 2,  のとき，以下の戦略が部分ゲーム完全ナッシュ均衡になる．
ただし，は(命題 1)と同じである． 
1 2 3 4  
△ × 
○ □ (i) 
× □ (ii) 
× × 
○ □ (iii) 




・ )1(1 ：加入して 1期目と 3期目に「利他行動」する 
・ )1(3),1(2 ：加入して 1期目に「利他行動」し，3期目に「参加」する 
・ )1(4 以降：加入して 3期目に「参加」する 
・加入 3期目の「参加」に関する条件 
・直前のプレイヤー )(ti (争議の当事者)が加入 3 期目に「参加」または「利他
行動」した場合， )(ti の争議に「参加」する 
・直前のプレイヤー )(ti (争議の当事者)が加入 3 期目に「何もしない」選択を








図 7-7 均衡戦略の見取り図 
 
(証明 2) 
 まずは )1(4 以降の加入 3 期目の誘因をチェックする．仮にこのときに，直前
のプレイヤーの争議に参加しない場合，次の期には直後のプレイヤーからの支
援が得られなくなる．そのため，利得は )( cb である．一方，支援した場合は
)2( cbc   となり，比較すると条件は bc である．さらに，脅しの信憑性
を調べる．仮に直前のプレイヤー ))(1( ti  が均衡戦略から逸脱し，争議に参加し
なかった場合，協力率は 41 となり，加入に必要な貢献を満たさないため，次の
期にプレイヤー ))(2( ti  は加入しなくなる．すると ))(2( ti  が支援するはずだっ
た ))(1( ti  は支援が得られなくなるため，もはや ))(1( ti  は )(ti 支援する誘因がな
くなる．同様に )(ti も ))(1( ti  を支援する誘因を持たない．そのため，参加しな
いという懲罰は確実に実行される． 
 次に， )1(3~)1(1 の誘因をチェックするが，(証明 1)と上記の証明を組み合わせ
れば示せるため，詳細は省略する．最終的には(証明 1)と同じく， )1(1 の(△×△
□)と(×××□)の利得を比較すればよく，その条件は cb 2,  である．(証明
終わり) 
i(t)/ t  1 2 3 4 5 6 7 8 9 
1(1) △ × △ □      
2(1)  △ × ○ □     
3(1)   △ × ○ □    















加入者 1人に対して集団の 43 の協力が必要な場合 
この場合，部分ゲーム完全ナッシュ均衡の 1つとして次の均衡が存在する． 
(命題3) cb 3,   のとき，以下の戦略が部分ゲーム完全ナッシュ均衡になる．
ただし は 023  cccb  を解いて得られた唯一の実数解である． 
 
・ )1(1 ：加入して 1期目～3期目に「利他行動」をする 
・ )1(2 ：加入して 1期目と 2期目に「利他行動」し，3期目に「参加」する 
・ )1(3 以降：加入して 1期目に「利他行動」し，3期目に「参加」する 
・加入 3期目の「参加」に関する条件 
・直前のプレイヤー )(ti (争議の当事者)が加入 3 期目に「参加」または「利他
行動」した場合， )(ti の争議に「参加」する 








図 7-8 均衡戦略の見取り図 
 
(証明 3) 
証明のプロセスは証明 2と同様である．ただし，最終的には )1(1 の利得(△△△
□ ) と ( × × × □ ) を 比 較 す る こ と に な る ． し た が っ て ，
0)()2( 332  cbcbccc  であればよい． 023  cccb  を解い
て得られた唯一の実数解を とすると，   であればよい．また唯一の実数解
が 10   に存在するために， cccbf   23)( とすると， 0)1()0(  ff
でないといけない．今， 0)0( f であるから 0)1( f であればよい．したがって，
cbcbf 303)1(  ．(証明終わり) 
i(t)/ t  1 2 3 4 5 6 7 8 9 
1(1) △ △ △ □      
2(1)  △ △ ○ □     
3(1)   △ × ○ □    



















*横軸はb を，縦軸は を表している． 
破線は を，実線は bc を表している． 
図 7-9  の下限 
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動が予測できるのはむしろ本稿の分析の利点でもある． 
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第 8 章 結論 
 
第 1 節 得られた知見 
 まず，これまでの分析で得られた結果をまとめる．そのうえで本稿のテーマ
である，集団規模の変化と制度の関係に関する理論的な知見を整理する． 
 本稿の分析の最終的な目標である第 6，7 章のコミュニティ・ユニオンの分析
を行うために，まずは第 4，5 章において，より一般的な形で集団規模の動的変





























































































第 2 節 集団規模の変化と制度の変化 











































































































して第 6 章で論じたように，行動と意味が整合的であると述べただけだった． 
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